
・フォローアップ策の検討（人材との平時からの連携、マッチング等）
・避難生活支援アドバイザー、自治体職員向けなどの研修の検討

○ 内閣府では、災害の頻発化、避難の長期化の中、意欲のある地域のボランティア人材に、避難生活環境向上のため
のスキルを身につけてもらうためのモデル研修を令和４年度から開始。

○ こうした人材が地域で活動できる仕組みづくりを通じて、担い手の拡大と「災害関連死・ゼロ」の実現を目指す。

「避難生活支援・防災人材育成エコシステム」構築 今後の展開について

「災害関連死・ゼロ」を目指して

避難生活支援リーダー/サポーターとは

・知識だけでなく、対人対応・コミュニケーション力が必要

研修プログラム・受講者（令和４年度モデル事業）

プログラム 時間 内容（作成中のもの）

①オンデマンド講義 8コマ
災害支援・避難所の基礎知識、多様な被災者へ
の配慮、避難所運営の知識・スキル 等

②避難所運営演習１ 半日
基礎講義、ワークショップ（被災者の心情等理
解）、ふりかえり

③避難所設営演習２ １日
基礎講義、ワークショップ（避難所の課題と生
活環境の整備）、ふりかえり

④住民参加型演習３ １日
基礎講義、ワークショップ（対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、他
の運営担い手との連携・協働）、ふりかえり

人材が活躍できる仕組みづくり

当面のスケジュール

・避難生活を支援する３つの人材モデル（有識者会議提言）の一つ
・災害時に避難所に入って支援。全国各地での人材層の拡大が急務

災害の頻発化、超高齢社会到来に伴い、
良好な避難生活環境の確保が急務
（参考）熊本地震(H28)：避難所解消まで
約７ヶ月、災害関連死が全体の約８割

避難所運営は、地縁組織や
ボランティアの協力を得て、
自主的運営へ移行するのが
望ましい

避難所は一時的な「生活の場」。
避難の長期化に伴うさまざまな課題へ
の対処には、専門のスキルが必要

意欲のある地域の人材に
体系的なスキルアップの
機会を提供

・女性、若者、子育て支援者など、幅広い層の参加に期待（左図）

研修終了者は、地元自治体の名
簿に名前を登録。平時から避難
所運営訓練に参加するなどして、
顔の見える関係を構築

大規模災害時には、継続的・連
続的な支援が必要。日赤支社、
防災士の団体、地元大学・企業
などの団体の役割に期待

モデル研修実施地域
の募集、自治体・団
体との調整

モデル研修の実施
（５県５地区）

モデル研修の実施
（10地区程度）

R４年度前半 R４年度後半 R５年度

防災全般に関心 避難生活の各分野に関心

全
国
域
で
活
躍

地
元
で
活
躍

広
域
で
活
躍

避難生活支援に関心

避難生活支援
アドバイザー(仮称)

市民防災リーダー、
防災士会会員等

避難生活支援リーダー／
サポーター(仮称)

自主防災組織
リーダー

分野ごとの資格者
（保健師、看護師、医師、
社会福祉士、栄養士など）

福祉、介護、医療などに
関心のある人材

子育てなどの市民活動に
取り組んでいる人材

地域赤十字奉仕団等

スキルアップ 避
難
生
活
支
援

専
門
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー(

仮
称)
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「避難生活支援リーダー／サポーター研修」の現状の課題と今後の方向性

〇 ＬＳ研修について、研修期間（３日間）の見直しを検討すべきではないか。

〇 来年度１０地区程度での実施を目指すが、研修講師をどのように手配

するのか。

〇 来年度も引き続き、内閣府主催で研修が実施されるが、いずれは都道

府県等の自治体や関係団体等が主催する形に移行させるべきではない

か。また、その場合、内閣府としてはどのような役割を担うべきか。

今後の方向性

現状の主な課題

〇 ＬＳ研修について、研修期間を２日間に短縮し、研修をメリハリ化

〇 来年度の研修講師は、今年度の研修会にオブザーブ参加した方等を候補として、来年度

前半に、講師候補者向け「デモ研修」を実施

〇 令和６年度以降は、都道府県等の自治体や関係団体等による開催を促していく方向

※ 内閣府は、研修テキスト改訂、動画編集、講師の紹介のほか、都道府県・市町村向け研

修運営マニュアル等を作成し、都道府県等の円滑な研修実施を最大限支援
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「避難生活支援アドバイザー研修」や「専門コーディネーター研修」の今後の展開

【避難生活支援アドバイザー研修（仮称）】

〇 令和６年度以降、LS研修の全国各地での実施を目指していく上で、研修講師陣の安定

的な確保が課題

⇒ Ａ研修は、令和６年度から実施し、当面は、LS研修の講師候補を育てることを狙いと

して実施

〇 今後、Ａ研修の本格稼働に向け、研修内容や修了者の役割等をどのように位置付ける

のか等については、引き続き検討課題

⇒ 令和７年度からの本格稼働に向けて、令和６年度中にＡ研修の枠組みを検討

【避難生活支援専門コーディネーター研修（仮称）】

〇 Ｃ研修は、各専門分野の資格者等を対象に、避難生活支援の知見・ノウハウ向上のた

めに実施されるもの

〇 今後、Ｃ研修の内容や修了者の役割等をどのように位置付けるのか等については、引

き続きの検討課題

⇒ 令和７年度以降の本格稼働に向けて、令和５年度から各分野（業界）に対してニーズ

把握等を開始
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◆ 今年度の避難生活支援リーダー／サポーター研修の取組として、

〇 研修修了者の認定 → 研修修了者に対して修了証の交付

〇 データベース化 → 修了者了解の下、連絡先を行政（国・府県・市町村）に登録

〇 マッチング → 修了者了解の下、今後災害が発生した場合等において、行政から

登録先へ連絡予定（ネットワーク維持）

⇒ 上記のとおり、今年度の取組により一定の進捗

〇 研修修了者認定、データベース化等の仕組みについては、令和６年度に都道府県等

主催による研修実施を目指す中で、令和５年度中に検討（全体検討会においても議論）

⇒ 令和５年度中に、今年度LS研修を実施した５府県・市町村に登録された研修修了者

に対し、行政（国・府県・市町村）から試験的なアプローチを展開

（例えば、実際に地域で災害発生した場合、登録者に連絡して避難所運営の支援を依頼。

平時には、登録者に対する研修・訓練の案内等を行いネットワークを維持）

⇒ 令和６年度以降の都道府県等主催研修の実施を見据え、各地の研修に関する内閣

府認定の考え方（認定の柔軟性と水準の確保の関係性等）について検討

研修修了者の認定／データベース化／マッチングに関する今後の展開

今後の方向性
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避
難
生
活
支
援

リ
ー
ダ
ー
／
サ
ポ
ー
タ
ー
研
修

R4年度 R5年度

「避難生活支援リーダー／サポーター研修」等の今後の進め方

R6年度 R7年度

避
難
生
活
支
援

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
研
修

内閣府主催
モデル研修
（５地区）

内閣府主催
モデル研修
（１０地区）

内閣府主催
モデル研修

（地区数は要検討）

都道府県等
主催モデル事業

（全国各地）

都道府県等
主催モデル事業

（全国各地）

研修テキスト改訂・動画編集

（内閣府主催は実施せず）

内閣府主催
モデル研修

（当面はＬＳ研修講師の育成）

ＬＳ研修講師
候補者に対する

デモ研修

（Ｒ５年度前半） （アドバイザー研修の本格稼働）

内閣府主催
モデル研修

研修テキスト改訂・動画編集 研修テキスト改訂・動画編集

実施団体向け
研修運営マニュアル作成

研修テキスト・カリキュラムの検討 研修テキスト・カリキュラムの検討

各分野（業界）に対するニーズ把握

研修テキスト・カリキュラムの検討

実施団体向け
研修運営マニュアル改定

実施団体向け
研修運営マニュアル改定

避
難
生
活
支
援

専
門
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
研
修

修
了
者
の
認
定

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

マ
ッ
チ
ン
グ

研修修了者の認定・データベース・マッチングに関する仕組みの検討・構築
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【実施しての感想】
市町村単独ではここまでの研修を実施することは難しかった。講師は災害現場に入っている人材で説得力があり、大
変よい研修であった。

自助や共助について行政が住民に話すと、行政から一方的に押し付けられたと感じるが、現場経験のある講師が話し
たことで住民により理解してもらえた。

質の高い講師をそろえるのは自治体単独では難しかったと思う。

【研修のブラッシュアップに向けて】
開催日程がクリスマスと重なり、特に学生の集まりが悪かった。開催日の設定にも配慮が必要。
県内の市町村の理解・協力を得るために、研修の様子（映像や写真）を県内で共有して理解を深めていきたい。その
ため、研修の記録データを実施自治体に共有してもらえたらありがたい。

避難所の自主運営という考えが地域に根付いていくことが重要。
今後、一般的な住民にどのように参加してもらうのかが課題。
自主防災組織の活動にこの研修を生かし、体制強化につなげていければよい。

【自治体職員への普及】
被災者感情や避難所再現など、住民主体の視点で学べるので、自治体職員にも聞いてほしい内容であった。
都道府県レベルの職員は避難所運営を実体験することが少ないので、もっと他部署にも声がけしても良い。

【今後の自治体での展開について】
研修修了者には、発災時に災害ボランティアセンターへ行ってもらうよう要請することは想定している。
ＤＭＡＴには、ＤＭＡＴ研修を担うインストラクターの資格があり、資格取得に向けた研修を行う民間団体がある。
この研修でもそうした団体があると自治体としては委託しやすい。

女性消防団の人が今回の研修、今後の活躍に向いていると思った。女性消防団の活躍の場の一つとして避難所運営を
挙げてはどうか。

参加者の自治会長から、年度明けに地域で研修をやりたいとの声もあった。現状の研修プログラムを共有してもらえ
れば、自治体に広げていくことは可能であると思う。避難所の再現物資もテンプレートとして揃えればよい。

「避難生活支援リーダー/サポーター研修」モデル研修実施自治体との振り返りでの主な意見
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【参考】災害ボランティア登録制度の事例（茨城県）
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